
令和 3年度 第１回上越市特別職報酬等審議会 次第 

 

と き 令和 4年 1月 26 日（水） 

                         午前 10 時から 

ところ 上越市役所 木田第一庁舎 

4 階 401 会議室 

 

 

１ 開 会 

 

 

 

２ 副市長挨拶 

 

 

 

３ 議 事 

⑴  審議会の役割、所掌事項、これまでの審議内容等について 

… 資料１、資料２ 

⑵  人事院勧告等を踏まえた期末手当の改定等について（報告）… 資料３ 

⑶  令和 4 年度の特別職報酬等の取扱いについて … 資料４ 

⑷  その他 

 

 

 

４ 閉 会 



 

 

上越市特別職報酬等審議会委員名簿 

 
任期：令和 2年 8月 25 日から 2年間 

 

 

 

江村 奈緒美  ＣＡＰ・じょうえつ 代表 

大滝  幸治  公募委員 

大堀  芳和  上越信用金庫 理事長 

笹原   茂   えちご上越農業協同組合 経営管理委員会 会長 

髙橋  信雄  上越商工会議所 会頭 

髙橋  芳夫  連合新潟上越地域協議会 事務局長 

本城  文夫  公募委員 

丸山  景子  公募委員 

村松  健太  上越青年会議所 副理事長 

望月   博   上越市町内会長連絡協議会 副会長 

山﨑  活美  上越市保護司会 

 

（敬称略 五十音順） 
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審議会の役割と所掌事項 

 

●上越市特別職報酬等審議会の位置付け 

 上越市特別職報酬等審議会は、地方自治法第２０２条の３の規定に基づき、

執行機関である上越市長の附属機関として、上越市特別職報酬等審議会条例第

１条の規定により設置するもの。 

 

●上越市特別職報酬等審議会の所掌事項 

 上越市特別職報酬等審議会の所掌事項は、上越市特別職報酬等審議会条例第

２条の規定により次のとおり。 

第２条 市長は、次に掲げる額に関する条例を議会に提出しようとするとき 

は、あらかじめ、当該額について審議会の意見を聴くものとする。 

(1) 議会の議員の議員報酬の額 

(2) 市長、副市長及び教育長の給料の額 

(3) 議会の会派又は議員の政務活動費の額 

 

●特別職の給与 

市長等の特別職の職員については、一般職の職員に適用される地方公務員法

が適用されない。また、市長等の特別職の職員の給料・報酬については、地方

公務員法第２４条及び同法第２５条の規定の例により、他の地方公共団体の特

別職の職員の給与その他の事情を考慮して独自に条例を定め、これを根拠とし

て支給することとされている。 

資料１ 
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○上越市特別職報酬等審議会条例 

最終改正 平成２９年６月１５日条例第２３号 

（設置） 

第１条 市長の諮問に応じ、議員報酬等の額について審議するため、上越市特別職報酬等

審議会（以下「審議会」という。）を置く。 

（所掌事項） 

第２条 市長は、次に掲げる額に関する条例を議会に提出しようとするときは、あらかじ

め、当該額について審議会の意見を聴くものとする。 

(1) 議会の議員の議員報酬の額 

(2) 市長、副市長及び教育長の給料の額 

(3) 議会の会派又は議員の政務活動費の額 

（委員） 

第３条 審議会は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する１２人以内の委員をもって組

織する。 

(1) 市の区域内の公共的団体等の代表者 

(2) 公募に応じた市民 

(3) その他市長が必要と認める者 

２ 審議会の委員の任期は、２年とし、再任を妨げない。ただし、委員が欠けた場合の補

欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（会長） 

第４条 審議会に会長を置き、委員の互選により定める。 

２ 会長は、会務を総理する。 

３ 会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、あらかじめ、会長の指定する委員

がその職務を代理する。 

（会議） 

第５条 審議会は、会長が招集する。 

２ 審議会は、委員の過半数が出席しなければ会議を開くことができない。 

（庶務） 

第６条 審議会の庶務は、総務管理部において処理する。 

（委任） 

第７条 この条例に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 
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これまでの審議内容（過去 5年間） 

 

平成２８年度 

年月日 議  題 主な内容・意見等 

H29.1.16 

平成 28 年度 

第１回審議会 

（現行のまま据え置くため諮問なし） 

・市内の経済状況や特別職の国家公務員における取り扱

い、県内他団体の動向等を踏まえ、現行のまま据え置く

ことが適当であることを資料に基づき説明 

 

委員からの意見 

・特になし 

 

平成２９年度 

年月日 議  題 主な内容・意見等 

H30.2.6 

平成 29 年度 

第１回審議会 

（現行のまま据え置くため諮問なし） 

・前年に引き続き、市内の経済状況や特別職の国家公務員

における取り扱い、県内他団体の動向等を総合的に勘案

し、現時点では現行のまま据え置くことが適当であるこ

とを資料に基づき説明 

 

委員からの意見 

・特になし 

 

平成３０年度 

年月日 議  題 主な内容・意見等 

H31.1.23 

平成 30 年度 

第１回審議会 

（現行のまま据え置くため諮問なし） 

・前年に引き続き、市内の経済状況や特別職の国家公務員

における取扱い、県内他団体の動向等を総合的に勘案

し、現時点では現行のまま据え置くことが適当であるこ

とを資料に基づき説明 

・一般職の給与改定や他団体特別職の報酬等の改定状況の

ほか、市民の個人所得や財政力の推移等に良好な兆しが

見られることや議会議員で構成される検討組織の動向

を注視する中で、今後、報酬額等の改定の必要性も生じ

ているものと考える 

委員からの意見 

・報酬額等の改定について、平均

的な値からの判断だけでなく、

貧困層にも配慮した検討が必要

と考える。 

・市長及び副市長給料の減額措置

が長期化しており、何らかの見

直しを行う時期を迎えているの

ではないか。審議会として検討

する必要があると考える。 

・議会における議員報酬や政務活

動費の見直し検討について、議

員のなり手がいない状況にある

ことを踏まえて議論を尽くして

ほしい。 

 

 

 

 

資料２ 
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令和元年度 

年月日 議  題 主な内容・意見等 

R2.1.29 

令和元年度 

第１回審議会 

（給料、報酬は現行のまま据え置くため諮問なし） 

・前年に引き続き、市内の経済状況や特別職の国家公務員に

おける取り扱い、県内他団体の動向等を踏まえ、現行のま

ま据え置くことが適当であることを資料に基づき説明 

 

（諮問） 

○上越市議会政務活動費について、総額は維持し、会派及び

議員に交付する額を次のとおり改定する。 

区

分 

上越市議会政務活動費 

現行 改定案 増減 

会

派 

 月額 25,000 円 

(年額 300,000 円) 

 月額 12,500 円 

(年額 150,000 円) 

 月額▲12,500 円 

(年額▲150,000 円) 

議

員 

 月額 25,000 円 

(年額 300,000 円) 

 月額 37,500 円 

(年額 450,000 円) 

 月額＋12,500 円 

(年額＋150,000 円) 

総

額 

 月額 50,000 円 

(年額 600,000 円) 

 月額 50,000 円 

(年額 600,000 円) 
増減なし 

・政務活動費の額については、平成 17 年 1月 1日に増額改定

した以降、現在に至るまでの間、据え置きとなっている。

上越市議会においては、平成 22 年 11 月に、議会の基本原

則を定めた「議会基本条例」を制定するとともに、この間、

議員提案による条例の制定、市民との意見交換会、また、

小中学生による議会学習など、議会改革の推進及び議会の

活性化に向けた取組が行われている。更に、同議会では、

議員のなり手不足等を課題とし、議員定数、報酬及び政務

活動費について検討を進めるとともに、意見の集約が行わ

れ、多様化・専門化する市民ニーズ及び政策課題にきめ細

かく対応するため、政務活動費について、議員個人が行う

調査研究等の活動に重点を置いた改定を実施し、議員の活

動の一層の充実、議会の活性化を図りたいとの結論に至っ

たことから、令和元年 12 月に、議長から政務活動費の見直

しについて要請があった。ついては、これまでの上越市議

会における検討状況及び議長からの要請内容を尊重し、政

務活動費の見直しについて、本審議会に諮問 

 

委員からの意見 

・特になし 

 

 

 

（答申） 

・諮問のとおり改定すること

が適当であると答申。 

委員からの意見 

・実状に合わせた政務活動費の

会派分と議員個人分の額の

見直しについて、妥当と感じ

ている。 

・今は市町村のニーズに合わせ

て市町村の裁量が大きくな

っている。議員の方にも今の

上越市のニーズや国の動き

等を勉強してもらいながら、

上越市の実情に合わせて進

めてほしい。 

・今回の諮問内容について理解

はできるが、個人分の返還が

かなりあることと、個人差が

あるように見えるため、そこ

は検討してほしい。 

・活動範囲も様々であると思う

が、議員個人で使えるもので

あり、執行残は返還となるこ

とを踏まえ、もう少し考えて

いただきたい。 
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令和２年度 

年月日 議  題 主な内容・意見等 

R3.1.26 

令和 2年度 

第１回審議会 

（現行のまま据え置くため諮問なし） 

・市内の経済状況や特別職の国家公務員の改定状況、県内

他団体との均衡等を踏まえ、現時点では現行のまま据え

置くことが適当であることを資料に基づき説明 

 

委員からの意見 

・報酬の水準について、人口規模

のみではなく、都市構造や財政

規模等で比較する必要があると

考える。 

・議員の政務活動費について、市

内事業者の成長、市内事業者へ

の還元の意味も含め、市内事業

者への発注に協力してもらいた

い。 
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上 人 第 387 1 0 号 

令和 3年 11 月 19 日 

上越市特別職報酬等審議会 

委員 ○○ ○○ 様 

上越市長 中 川 幹 太  

（総務管理部人事課）   

 

特別職の期末手当の改定及び市長の報酬削減について（報告） 

 

日頃から、市政運営に特段のご理解とご協力をいただき、厚くお礼申し上げます。 

さて、この度、下記のとおり特別職の期末手当の改定及び市長の在職期間中の特例

措置として報酬を減額することとし、上越市議会 12 月定例会に関係条例の改正案を

提案することといたしました。 

今回の改正は、審議会の審議事項ではありませんが、委員の皆様へご報告させてい

ただきます。 

 

記 

 

１ 特別職の期末手当の改定について 

 ⑴ 改定内容 

人事院及び新潟県人事委員会の給与勧告等を踏まえ、議会の議員並びに市長、

副市長及び教育長の期末手当の支給月数を年間で 0.05 月分引下げるもの 
 
＜改定前と改定後の期末手当の支給月数＞              （単位：月） 

区分 改定前 
改定後 

年間比較 
令和 3年度 令和 4 年度以後 

6 月期 1.65 1.65 1.625 

△0.05 12 月期 1.65 1.60 1.625 

年間計 3.30 3.25 3.25 
  
 【参考】年間の期末手当額の比較          （単位：円） 

区分 改定前 改定後 年間比較 

議  長 2,096,424 2,064,660 △31,764 

副 議 長 1,854,864 1,826,760 △28,104 

議  員 1,745,568 1,719,120 △26,448 

市  長 3,826,548 3,768,570 △57,978 

副 市 長 2,887,632 2,843,880 △43,752 

教 育 長 2,497,572 2,459,730 △37,842 

   ※市長の改定後の金額には報酬削減分を考慮していません。 

⑵ 改定時期 

令和 3年 12 月 1 日（12 月期に支給する期末手当から適用） 

 
裏面もご覧ください 

写 資料３ 
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２ 市長の報酬削減について 

 ⑴ 改定内容 

   人口減少の緩和に向けた取組に一定の成果が得られるまで、給料月額を 15％

減額するもの 
 
 ＜条例の規定と減額後の給料月額＞            （単位：円） 

区分 
条例上の 

給料月額 

減額後の 

給料月額 

比較 

月額 減額率 

市長 966,300 821,355 △144,945 △15％ 

 

⑵ 改定時期 

令和 4年 1月 1日 

 ※ 市長の在職期間中の特例措置として政策的に行う減額措置であり、市内経済の

状況や国、他自治体との均衡等を踏まえて定める給料月額を変更するものではな

いため、審議事項としていません。 

 

３ その他 

 ・改定内容の詳細については、1 月開催予定の審議会で改めてご報告させていただ

きます。 

 ・上越市町内会長連絡協議会副会長の交代に伴い、新たに委員を委嘱しましたの  

で、同封の委員名簿をご確認ください。 

 

 

 

 

 

 【問合せ先】 
〒943-8601 上越市木田 1-1-3  
上越市役所 総務管理部人事課：風間、羽深 
電話 025-526-5111（内線 1749、1748） 



令和4年1月1日現在の給料・報酬月額を基にした令和4年度支給見込額

支給率 支給額 支給率 支給額 支給率 支給額(B) (A)+(B)
円 円 月 円 月 円 月 円 円

966,300 11,595,600 1.625 1,884,285 1.625 1,884,285 3.25 3,768,570 15,364,170

821,355 9,856,260 1.625 1,601,642 1.625 1,601,642 3.25 3,203,284 13,059,544

729,200 8,750,400 1.625 1,421,940 1.625 1,421,940 3.25 2,843,880 11,594,280

－ － － － － － － － －

630,700 7,568,400 1.625 1,229,865 1.625 1,229,865 3.25 2,459,730 10,028,130

－ － － － － － － － －

529,400 6,352,800 1.625 1,032,330 1.625 1,032,330 3.25 2,064,660 8,417,460

－ － － － － － － － －

468,400 5,620,800 1.625 913,380 1.625 913,380 3.25 1,826,760 7,447,560

－ － － － － － － － －

440,800 5,289,600 1.625 859,560 1.625 859,560 3.25 1,719,120 7,008,720

－ － － － － － － － －

　※ 下段の数値は、市長の令和4年1月1日以後の在職期間の給与月額、期末手当を15％減額したもの。

議 長

副 議 長

議 員

市 長

計

教 育 長

特別職の年間給与支給額

期末手当総額
合計

副 市 長

月額 年額(A)

給料・報酬総額
６月 １２月

給与等

区分

- 8 -
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令和４年度 特別職の給料・報酬月額等の取扱い（市の考え方整理） 

 

 

≪特別職の地方公務員の給与改定に係る基本的な考え方≫ 

特別職の地方公務員の給与改定を行う場合には、以下の諸事情等を総合的に考慮することとされている。 

① 一般職の職員の給与改定の状況、② 国家公務員の特別職の職員の給与改定の状況、③ 他の地方公共団体との均衡、④ 各自治体における特別職の職員のここ数年来の給与改定の経緯 

市の考え方 
【給料月額等】一般職の職員及び国家公務員の特別職の改定状況と県内他団体との均衡等を踏まえ、「据え置き」とする。 

【政務活動費】現行の水準及び過去の改定状況等を踏まえ、「据え置き」とする。 

基本的な考え方／検討要素 参考資料 状況・情勢等 方向性の整理 

① 一般職の職員の給与改定の状況 P1～P2 

○ 人事院及び新潟県人事委員会の給与勧告に準じて、令和 3年度は月例給の改定は行わず、期末手

当は支給月数を年間で最大 0.1 月の引下げ 

【給与勧告の内容】 
月例給 
（国）民間給与との較差が極めて小さい（＋19円）ため、改定なし 

 （県）職員給与と民間給与が概ね均衡している（＋121 円）ため、改定なし 
 期末・勤勉手当 

（国）民間の支給割合との均衡を図るため、支給月数を 0.15 月分引下げ（引下げ後、年間 4.30 月） 
  （県）民間の支給状況等を踏まえ、支給月数を 0.1 月分引下げ（引下げ後、年間 4.30 月） 

◎ 月例給は改定なし 

 

（参考）期末手当は 0.05 月引下げ、 

12 月の支給に反映済み 

（引下げ後、年間 3.25 月） 

② 
国家公務員の特別職の職員の給与

改定の状況 
P7 

○ 俸給月額は改定なし（平成 27 年度以降、改定されていない） 

○ 期末手当は一般職の指定職（事務次官等）に準じて年間で 0.10 月引下げ（引下げ後、年間3.25月） 

   ※ 令和 3年度の引下げ相当額は、令和 4年 6月の期末手当から減額する 

③ 
他の地方公共

団体との均衡 

県内他市及び類似

団体における当市

の水準 

P3～P5 

【県内 20 市】 
 ・市長          3 位  ⇒  人口規模(3 位)相応の水準 
 ・副市長及び教育長    4 位  ⇒  人口規模(3 位)を下回る水準 
 ・議長、副議長及び議員  3 位  ⇒  人口規模(3 位)相応の水準 

【類似団体(施行時特例市)23 市】 

 ・市長         17 位  ⇒  人口規模(23 位)を上回る水準 
 ・副市長及び教育長   23 位  ⇒  人口規模(23 位)相応の水準 
 ・議長         23 位  ⇒  人口規模(23 位)相応の水準 
 ・副議長及び議員    22 位  ⇒  人口規模(23 位)を上回る水準 

◎ 概ね人口規模相応の水準を維持 

新潟県及び県内 

19 市の改定状況 
P6 

【審議会の開催有無】 

開催済み：新潟県及び 6市、開催予定あり：8市、開催予定なしまたは未定：5市 

【改定（予定）の有無】 

○ 新潟県、新潟市及び新発田市等の 9市は据え置き 

○ 小千谷市は議員の報酬のみ引上げ、長岡市等の 9市は未定 

◎ 20 団体のうち、半数の 10 団体が 

据え置き 

④ 
当市の特別職の職員のここ数年来

の給与改定の経緯 
P7 

○ 平成 22 年度及び平成 23 年度に 2年連続で引下げ改定 

   平成 22 年度：▲0.3％、平成 23 年度：▲1.3％ 

○ 平成 28 年度に給料月額の引上げ 

   市長：＋0.4％、副市長：＋1.0％、議長、副議長及び議員：＋0.4％ 

◎ これまで基本的な考え方に即し改

定している 

資料４ 
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基本的な考え方／検討要素 参考資料 状況・情勢等 方向性の整理 

参

考 

① 

直近の地域の社会情勢等 P8～P11 

○ 新潟県の経済動向（12 月公表） 

・新型コロナウイルス感染症による影響などから、一部で依然として厳しい状況にあるものの、

持ち直しつつある。 

○ 上越管内の有効求人倍率 

・11 月時点 1.48 倍、令和 2年同月期と比較して 0.28 ﾎﾟｲﾝﾄ上昇 

○ 上越市の納税義務者一人当たりの課税対象所得 

 ・令和 2年度 288.5 万円、令和元年度と比較して 0.38％増加 

○ 新潟市の消費物価指数（12 月時点） 

・令和 2年同月期と比較して 0.5 ﾎﾟｲﾝﾄ上昇（令和 2年を 100 として 99.5） 

◎ 一部で依然として厳しい状況に 

あるものの、持ち直しつつある。 

参

考 

② 

市の財政状況 

(令和 2年度普通会計決算状況) 
P12 

○ 歳入歳出差引額から翌年度へ繰り越すべき財源額を除いた実質収支は 43.5 億円 

○ 財政調整基金等残高は 80 億円を確保  88.6 億円（県内 1位） 

○ 経常収支比率は 2.6 ポイント良化  92.2（県内 10 位） 

○ 財政力指数は 0.008 ポイント悪化  0.615（県内 5位） 

○ 歳入及び歳出決算額の規模 

  ・歳入 県内 20 市のうち、大きい方から 3番目 

      類似団体 23 市のうち、大きい方から 10 番目 

  ・歳出 県内 20 市のうち、大きい方から 3番目 

      類似団体 23 市のうち、大きい方から 11 番目 

◎ 財政調整基金等を活用した財政 

運営を確保 

政務活動費の状況 P13～15 

○ 県内 20 市のうち 3位    ⇒  人口規模(3 位)相応の水準 

○ 類似団体 23 市のうち 8位  ⇒  人口規模(23 位)を上回る水準 

○ 令和 2年 5月に、議員個人の政務活動の充実及び議会の活性化を図るため、議員及び会派の 

交付額をそれぞれ改定（年間交付額：会派▲15 万、議員＋15 万） 

 

【政務活動費】 

上越市議会の議員または会派が行う市政の調査研究や政策の立案等に係る活動に対し、市長が 

支給する経費 

 【政務活動の範囲】 

議員及び会派が行う調査研究、研修、広報、広聴、市民相談、要請、陳情、各種会議への参加等 

市政の課題及び市民の意思を把握し、市政に反映させる活動その他住民福祉の増進を図るために 

必要な活動 

 【交付額】 

   議員（一 人 当 た り） 年額 450,000 円（37,500 円／月） 

   会派（所属議員一人当たり） 年額 150,000 円（12,500 円／月） 

 

◎ 概ね人口規模相応の水準を維持 



 

 

特別職の給料・報酬月額等の取扱い 

に関する参考資料 
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県内２０市の特別職の報酬額等の状況（令和3年4月1日現在）

適　用
年月日

特例減
額措置

適　用
年月日

特例減
額措置

適　用
年月日

特例減
額措置

適　用
年月日

特例減
額措置

適　用
年月日

特例減
額措置

適　用
年月日

特例減
額措置

人 順位 円 順位 円 順位 円 順位 円 順位 円 順位 円 順位 円 順位 円 順位 円 順位 円 順位 円 順位 円 順位

上 越 市 188,382 3 H28.4.1 966,300 3 △15% 821,355 12 H28.4.1 729,200 4 － 729,200 4 H29.7.27 630,700 4 － 630,700 3 H28.4.1 529,400 3 － 529,400 3 H28.4.1 468,400 3 － 468,400 3 H28.4.1 440,800 3 － 440,800 3

新 潟 市 782,107 1 H28.4.1 1,167,000 1 △20% 933,600 3 H28.4.1 942,000 1 △10% 847,800 1 H23.4.1 817,000 1 － 817,000 1 H28.4.1 781,000 1 △10% 702,900 1 H28.4.1 703,000 1 △10% 632,700 1 H28.4.1 655,000 1 △10% 589,500 1

長 岡 市 265,171 2 H22.4.1 1,016,000 2 － 1,016,000 1 H22.4.1 825,000 2 － 825,000 2 H22.4.1 694,000 2 － 694,000 2 H27.5.1 624,000 2 － 624,000 2 H27.5.1 563,000 2 － 563,000 2 H27.5.1 526,000 2 － 526,000 2

三 条 市 95,328 5 H30.4.1 954,000 4 － 954,000 2 H30.4.1 735,000 3 － 735,000 3 H30.4.1 622,000 6 － 622,000 5 H30.4.1 474,000 6 － 474,000 6 H30.4.1 412,000 6 － 412,000 6 H30.4.1 381,000 6 － 381,000 6

柏 崎 市 81,071 6 H25.4.1 901,000 7 － 901,000 5 H25.4.1 704,000 7 － 704,000 6 H29.4.1 605,000 7 － 605,000 7 H16.4.1 491,000 5 － 491,000 5 H16.4.1 420,000 5 － 420,000 5 H16.4.1 394,000 5 － 394,000 5

新 発 田 市 95,762 4 H9.4.1 948,000 5 △5% 900,600 6 H9.4.1 728,000 5 △5% 691,600 7 H27.4.1 650,000 3 △5% 617,500 6 H19.5.1 498,000 4 － 498,000 4 H19.5.1 428,000 4 － 428,000 4 H19.5.1 396,000 4 － 396,000 4

小 千 谷 市 34,318 17 H28.4.1 851,000 9 － 851,000 8 H28.4.1 644,000 11 － 644,000 11 H28.4.1 568,000 12 － 568,000 12 H28.4.1 392,000 9 － 392,000 9 H28.4.1 322,000 9 － 322,000 9 R2.10.1 307,000 9 － 307,000 9

加 茂 市 25,924 20 H22.4.1 812,300 15 △15% 690,400 20 H22.4.1 622,200 15 △10% 559,900 20 H22.4.1 545,200 17 △5% 517,900 20 H17.12.1 375,900 15 △3% 364,600 16 H17.12.1 311,100 15 △3% 301,700 16 H17.12.1 293,100 15 △3% 284,300 16

十 日 町 市 50,723 11 H17.4.1 833,200 10 － 833,200 9 H27.4.1 649,900 10 － 649,900 10 H17.4.1 592,700 9 － 592,700 9 H17.4.1 392,000 9 － 392,000 9 H17.4.1 316,000 13 － 316,000 13 H17.4.1 300,000 11 － 300,000 11

見 附 市 39,842 15 H29.4.1 803,700 16 － 803,700 14 H29.4.1 613,500 17 － 613,500 15 H18.4.1 601,500 8 － 601,500 8 H15.4.1 364,000 18 － 364,000 18 H15.4.1 305,000 16 － 305,000 15 H15.4.1 294,000 14 － 294,000 14

村 上 市 57,825 8 H30.4.1 800,400 18 － 800,400 16 H30.4.1 614,300 16 － 614,300 14 H30.4.1 545,400 16 － 545,400 15 H21.12.1 359,000 19 － 359,000 19 H21.12.1 295,000 19 － 295,000 19 H21.12.1 273,000 19 － 273,000 19

燕 市 78,339 7 H31.4.1 904,100 6 － 904,100 4 H31.4.1 686,700 8 － 686,700 8 H31.4.1 623,000 5 － 623,000 4 H31.4.1 440,900 7 － 440,900 7 H31.4.1 365,700 7 － 365,700 7 H31.4.1 347,800 7 － 347,800 7

糸 魚 川 市 41,010 14 H30.4.1 820,000 13 － 820,000 13 H30.4.1 630,000 14 － 630,000 13 H30.4.1 576,000 11 － 576,000 11 H30.4.1 387,000 13 － 387,000 13 H30.4.1 319,000 12 － 319,000 12 H30.4.1 300,000 11 － 300,000 11

妙 高 市 31,101 18 H28.4.1 801,200 17 － 801,200 15 H28.4.1 603,400 18 － 603,400 16 H28.4.1 528,100 20 － 528,100 19 H28.4.1 364,500 17 － 364,500 17 H28.4.1 297,200 18 － 297,200 18 H28.4.1 284,100 17 － 284,100 17

五 泉 市 48,612 12 H30.4.1 859,000 8 － 859,000 7 H30.4.1 655,000 9 － 655,000 9 H30.4.1 588,000 10 － 588,000 10 H30.4.1 405,000 8 － 405,000 8 H30.4.1 331,000 8 － 331,000 8 H30.4.1 313,000 8 － 313,000 8

阿 賀 野 市 41,238 13 H28.4.1 829,000 11 － 829,000 10 H28.4.1 635,000 12 － 635,000 12 H28.5.22 560,000 15 － 560,000 14 R2.11.1 383,600 14 － 383,600 14 R2.11.1 312,700 14 － 312,700 14 R2.11.1 287,800 16 － 287,800 15

佐 渡 市 52,467 10 H28.4.1 750,000 20 － 750,000 18 H28.4.1 585,000 19 － 585,000 18 H29.5.8 530,000 18 － 530,000 17 H22.4.1 347,900 20 － 347,900 20 H22.4.1 285,100 20 － 285,100 20 H22.4.1 268,200 20 － 268,200 20

魚 沼 市 34,904 16 H22.4.1 780,000 19 － 780,000 17 H22.4.1 585,000 19 － 585,000 18 H22.4.1 530,000 18 － 530,000 17 H17.7.3 390,000 12 － 390,000 12 H17.7.3 320,000 11 － 320,000 11 H17.7.3 300,000 11 － 300,000 11

南 魚 沼 市 54,998 9 H30.4.1 823,300 12 － 823,300 11 R2.12.14 710,000 6 － 710,000 5 H30.4.1 564,800 13 － 564,800 13 H30.4.1 392,000 9 － 392,000 9 H30.4.1 322,000 9 － 322,000 9 H30.4.1 305,000 10 － 305,000 10

胎 内 市 28,367 19 H17.9.1 815,000 14 △10% 733,000 19 H17.9.1 635,000 12 △5% 603,000 17 H27.12.1 564,000 14 △5% 535,000 16 H30.10.1 365,000 16 － 365,000 15 H30.10.1 301,000 17 － 301,000 17 H30.10.1 275,000 18 － 275,000 18

報酬月額 減額後の月額給料月額 減額後の月額 報酬月額 減額後の月額 報酬月額 減額後の月額
(R3.4.1現在)

給料月額 減額後の月額 給料月額 減額後の月額

住民基本台帳人口

市 長 副 市 長 教 育 長 議 長 副 議 長 議 員

当市のみ令和4年1月1日現在 当市のみ令和4年1月1日現在
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○上越市と県内他市（人口７万人以上）との給料（報酬）月額について比較するもの
○上越市の給料（報酬）月額を100％として比較

○上越市の給料（報酬）月額との比較

市長 副市長 教育長 議長 副議長 議員

上越市 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

新潟市 120.8% 129.2% 129.5% 147.5% 150.1% 148.6%

長岡市 105.1% 113.1% 110.0% 117.9% 120.2% 119.3%

新発田市 98.1% 99.8% 103.1% 94.1% 91.4% 89.8%

三条市 98.7% 100.8% 98.6% 89.5% 88.0% 86.4%

柏崎市 93.2% 96.5% 95.9% 92.7% 89.7% 89.4%

燕市 93.6% 94.2% 98.8% 83.3% 78.1% 78.9%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

110.0%

120.0%

130.0%

140.0%

150.0%

160.0%

上越市と県内他市（人口7万人以上）との給料（報酬）月額の比較

新潟市

三条市

柏崎市

上越市

新発田市

長岡市

燕市

項目 市長 副市長 教育長 議長 副議長 議員
上越市 966,300 729,200 630,700 529,400 468,400 440,800
（差額） - - - - - -
新潟市 1,167,000 942,000 817,000 781,000 703,000 655,000
（差額） 200,700 212,800 186,300 251,600 234,600 214,200
長岡市 1,016,000 825,000 694,000 624,000 563,000 526,000
（差額） 49,700 95,800 63,300 94,600 94,600 85,200

新発田市 948,000 728,000 650,000 498,000 428,000 396,000
（差額） △ 18,300 △ 1,200 19,300 △ 31,400 △ 40,400 △ 44,800
三条市 954,000 735,000 622,000 474,000 412,000 381,000
（差額） △ 12,300 5,800 △ 8,700 △ 55,400 △ 56,400 △ 59,800
柏崎市 901,000 704,000 605,000 491,000 420,000 394,000
（差額） △ 65,300 △ 25,200 △ 25,700 △ 38,400 △ 48,400 △ 46,800
燕市 904,100 686,700 623,000 440,900 365,700 347,800

（差額） △ 62,200 △ 42,500 △ 7,700 △ 88,500 △ 102,700 △ 93,000
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施行時特例市23市の特別職の報酬額等の状況（令和3年4月1日現在）

適　用
年月日

減額
措置

適　用
年月日

減額
措置

適　用
年月日

減額
措置

適　用
年月日

減額
措置

適　用
年月日

減額
措置

適　用
年月日

減額
措置

人 順位 円 順位 円 順位 円 順位 円 順位 円 順位 円 順位 円 順位 円 順位 円 順位 円 順位 円 順位 円 順位

上 越 市 188,382 23 H28.4.1 966,300 17 △15% 821,355 21 H28.4.1 729,200 23 － 729,200 20 H29.7.27 630,700 23 － 630,700 21 H28.4.1 529,400 23 － 529,400 23 H28.4.1 468,400 22 － 468,400 22 H28.4.1 440,800 22 － 440,800 22

つ く ば 市
（ 茨 城 県 ）

242,866 11 H6.4.1 927,000 22 － 927,000 17 H6.4.1 762,000 22 － 762,000 18 H6.4.1 680,000 21 － 680,000 18 H6.4.1 547,000 19 － 547,000 19 H6.4.1 480,000 19 － 480,000 19 H6.4.1 447,000 21 － 447,000 21

伊 勢 崎 市
（ 群 馬 県 ）

212,946 18 H21.12.1 964,000 18 － 964,000 14 H21.12.1 812,000 15 － 812,000 12 H21.12.1 693,000 18 － 693,000 15 H17.1.1 555,000 17 － 555,000 17 H17.1.1 505,000 15 － 505,000 15 H17.1.1 485,000 13 － 485,000 12

太 田 市
（ 群 馬 県 ）

224,001 16 H17.3.28 1,010,000 9 － 1,010,000 8 H17.3.28 855,000 8 － 855,000 8 H17.3.28 735,000 11 － 735,000 10 H19.4.1 560,000 15 － 560,000 15 H19.4.1 515,000 13 － 515,000 12 H19.4.1 485,000 13 － 485,000 12

熊 谷 市
（ 埼 玉 県 ）

194,542 19 H25.1.1 920,000 23 － 920,000 18 H25.1.1 776,000 19 － 776,000 15 H25.1.1 718,000 14 － 718,000 12 H25.1.1 542,000 20 － 542,000 20 H25.1.1 470,000 21 － 470,000 21 H25.1.1 450,000 19 － 450,000 19

所 沢 市
（ 埼 玉 県 ）

344,014 1 H21.4.1 1,029,000 7 － 1,029,000 6 H21.4.1 876,000 5 － 876,000 5 H21.4.1 781,000 2 － 781,000 2 H8.4.1 660,000 6 － 660,000 6 H8.4.1 580,000 9 － 580,000 9 H8.4.1 560,000 6 － 560,000 6

春 日 部 市
（ 埼 玉 県 ）

233,145 13 H22.4.1 982,000 16 － 982,000 13 H22.4.1 832,000 10 － 832,000 9 H22.4.1 761,000 6 － 761,000 6 H22.4.1 537,000 22 － 537,000 22 H22.4.1 478,000 20 － 478,000 20 H22.4.1 450,000 19 － 450,000 19

草 加 市
（ 埼 玉 県 ）

250,579 9 H30.10.29 1,040,000 5 － 1,040,000 5 H30.10.29 875,000 6 － 875,000 6 H30.10.29 750,000 8 － 750,000 8 H12.4.1 540,000 21 － 540,000 21 H12.4.1 505,000 15 － 505,000 15 H12.4.1 470,000 16 － 470,000 16

平 塚 市
（ 神 奈 川 県 ）

256,430 7 H16.4.1 997,000 11 △10% 897,300 19 H16.4.1 829,000 11 △7％ 770,970 16 H16.4.1 726,000 12 △5％ 689,700 16 H16.4.1 615,000 11 △5％ 584,250 13 H16.4.1 540,000 11 △5％ 513,000 13 H16.4.1 502,000 11 △5％ 476,900 14

小 田 原 市
（ 神 奈 川 県 ）

188,533 22 H16.4.1 988,000 14 － 988,000 11 H16.4.1 817,000 14 － 817,000 11 H16.4.1 706,000 15 － 706,000 13 H16.4.1 586,000 13 － 586,000 12 H16.4.1 511,000 14 － 511,000 14 H16.4.1 475,000 15 － 475,000 15

茅 ヶ 崎 市
（ 神 奈 川 県 ）

244,377 10 H20.10.1 930,000 21 △10% 837,000 20 H20.10.1 763,000 21 △7％ 709,590 21 H27.4.1 692,000 19 △5％ 657,400 19 H10.7.1 560,000 15 － 560,000 15 H10.7.1 484,000 18 － 484,000 18 H10.7.1 453,000 17 － 453,000 17

厚 木 市
（ 神 奈 川 県 ）

223,604 17 H17.12.1 958,000 19 △30% 670,600 22 H17.12.1 780,000 18 △13% 678,600 22 H27.10.1 706,000 15 △7% 656,580 20 H8.4.1 566,000 14 － 566,000 14 H8.4.1 490,000 17 － 490,000 17 H8.4.1 452,000 18 － 452,000 18

大 和 市
（ 神 奈 川 県 ）

240,344 12 H22.12.1 943,000 20 － 943,000 15 H22.12.1 764,000 20 － 764,000 17 H22.12.1 682,000 20 － 682,000 17 H22.12.1 549,000 18 － 549,000 18 H22.12.1 466,000 23 － 466,000 23 H22.12.1 439,000 23 － 439,000 23

長 岡 市
（ 新 潟 県 ）

265,171 5 H22.4.1 1,016,000 8 － 1,016,000 7 H22.4.1 825,000 12 － 825,000 10 H22.4.1 694,000 17 － 694,000 14 H27.5.1 624,000 10 － 624,000 10 H27.5.1 563,000 10 － 563,000 10 H27.5.1 526,000 9 － 526,000 9

沼 津 市
（ 静 岡 県 ）

192,644 20 H19.4.1 1,005,000 10 － 1,005,000 9 H19.4.1 800,000 16 － 800,000 13 H27.4.1 725,000 13 － 725,000 11 H19.4.1 600,000 12 － 600,000 11 H19.4.1 537,000 12 － 537,000 11 H19.4.1 493,000 12 － 493,000 11

富 士 市
（ 静 岡 県 ）

251,616 8 H25.4.1 990,000 12 － 990,000 10 H25.4.1 800,000 16 － 800,000 13 H27.12.24 742,000 10 － 742,000 9 H25.4.1 653,000 8 － 653,000 8 H25.4.1 594,000 7 － 594,000 7 H25.4.1 524,000 10 － 524,000 10

春 日 井 市
（ 愛 知 県 ）

310,317 3 H30.4.1 1,072,000 4 － 1,072,000 4 H30.4.1 894,000 3 － 894,000 3 H30.4.1 779,000 3 － 779,000 3 H30.4.1 646,000 9 － 646,000 9 H30.4.1 584,000 8 － 584,000 8 H30.4.1 536,000 8 － 536,000 8

四 日 市 市
（ 三 重 県 ）

310,610 2 R2.4.1 1,120,000 1 － 1,120,000 1 R2.4.1 911,000 1 － 911,000 1 R2.4.1 767,000 5 － 767,000 5 H30.4.1 693,000 3 － 693,000 3 H30.4.1 631,000 3 － 631,000 3 H30.4.1 591,000 3 － 591,000 3

岸 和 田 市
（ 大 阪 府 ）

192,160 21 H30.4.1 990,000 12 △35% 643,500 23 H30.4.1 850,000 9 △25% 637,500 23 H30.4.1 750,000 8 △25% 562,500 23 H30.4.1 660,000 6 － 660,000 6 H30.4.1 630,000 4 － 630,000 4 H30.4.1 600,000 2 － 600,000 2

茨 木 市
（ 大 阪 府 ）

283,078 4 H30.4.1 983,000 15 － 983,000 12 H30.4.1 858,000 7 － 858,000 7 H30.4.1 785,000 1 － 785,000 1 H23.4.1 758,000 1 △5％ 720,100 1 H23.4.1 708,000 1 △5％ 672,600 1 H23.4.1 664,000 1 △5％ 630,800 1

加 古 川 市
（ 兵 庫 県 ）

262,349 6 R2.4.1 1,094,000 2 － 1,094,000 2 R2.4.1 904,000 2 － 904,000 2 R2.4.1 779,000 3 － 779,000 3 R2.4.1 673,000 5 － 673,000 5 R2.4.1 610,000 5 － 610,000 5 R2.4.1 563,000 5 － 563,000 5

宝 塚 市
（ 兵 庫 県 ）

232,854 14 R3.5.1 1,072,400 3 － 1,072,400 3 R3.5.1 881,100 4 － 881,100 4 R3.5.1 758,100 7 － 758,100 7 R3.5.1 702,400 2 － 702,400 2 R3.5.1 631,100 2 － 631,100 2 R3.5.1 579,400 4 － 579,400 4

佐 賀 市
（ 佐 賀 県 ）

230,970 15 H24.4.1 1,039,000 6 △10% 935,100 16 H24.4.1 820,000 13 △10% 738,000 19 H24.4.1 679,000 22 △10% 611,100 22 H24.4.1 692,000 4 － 692,000 4 H24.4.1 607,000 6 － 607,000 6 H24.4.1 553,000 7 － 553,000 7

※施行時特例市：法定人口が20万人以上を条件とする特例市（H12.4.1施行）が、平成27年4月1日の特例市制度廃止により、特例的に施行時特例市に移行。
※都道府県の事務権限の一部が市へ委譲され、事務執行の財源として地方交付税が増額される（委譲事務：都市計画に関する事務、環境保全行政に関する事務等）

給料月額 減額後月額 報酬月額 減額後月額 報酬月額 減額後月額
(R3.4.1現在)

給料月額 減額後月額 給料月額 減額後月額

住民基本台帳人口
市 長 副 市 長 教 育 長 議 長 副 議 長 議 員

報酬月額 減額後月額

当市のみ令和4年1月1日現在 当市のみ令和4年1月1日現在
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（令和4年1月18日時点）

●特別職の報酬等の審議状況 ●特別職の報酬等の審議状況（まとめ）

開催 開催期日

新 潟 県 開催済 令和3年11月2日 ＜据置＞ 一般職の改定状況等を踏まえ据置

新 潟 市 開催済 令和3年10月20日 ＜据置＞ 俸給・報酬月額は据置、期末手当は0.15月引下げ

長 岡 市 する 令和4年1月31日 ― 未定

三 条 市 する 令和4年1月21日 ― 未定

柏 崎 市 予定なし ― ＜据置＞ ―

新発田市 開催済 令和3年11月4日 ＜据置＞ 給料・報酬月額は据置、期末手当は0.10月引下げ

小千谷市 開催済 令和4年1月17日 ＜一部引上げ＞
議員（議長、副議長を除く）の報酬月額を
5,000円引上げ

加 茂 市 開催済 令和3年12月28日 ＜据置＞

十日町市 する 令和4年1月25日 ― 未定 ≪参考≫特例減額措置を実施する団体

見 附 市 予定なし ― ＜据置＞ ―

村 上 市 予定なし ― ＜据置＞ ―

燕　　市 開催済 令和4年1月12日 ＜据置＞

糸魚川市 する 令和4年1月19日 ― 未定

妙 高 市 する 令和4年2月4日 ― 未定

五 泉 市 未定 ― ― 未定

阿賀野市 する 令和4年2月上旬 ― 未定

佐 渡 市 開催済 令和4年1月13日 ＜据置＞ ―

魚 沼 市 する 令和4年1月26日 ― 未定

南魚沼市 予定なし ― ＜据置＞ ―

胎 内 市 する 令和4年1月下旬～2月初旬 ― 未定

団体名
審議会 審議結果

（答申内容）
取扱方針

（予定含む）

県内他団体（県、他市19市）の動向

団体名 内　容 期　間

上 越 市 市長15%
R4年1月から人口減少の緩和に向けた取組
に一定の成果が得られるまで

新 潟 県
知事20%、副知事15%、教育長15%
議長・副議長含む議員10%

R1年11月からR6年 3月まで ※1
（4年5か月）

新 潟 市 市長20%、副市長10%
R2年 1月からR4年 3月まで
（2年3か月）

新発田市 市長 5%、副市長 5%、教育長 5%
H31年4月からR4年11月まで
（3年8か月）

加 茂 市
市長15%、副市長10%、教育長 5%、
議長・副議長含む議員 3%

R1年 8月からR5年 5月まで ※2
（3年10か月）

※1 議員はR1年11月からR5年4月まで
※2 教育長はR1年8月からR4年6月まで
※2 議員はR2年1月からR5年4月まで

団体数 団　体　名

据置 6
新潟県、新潟市、新発田市、加茂市、燕市、
佐渡市

引上げ 1 小千谷市

引下げ 0

未定 8
長岡市、三条市、十日町市、糸魚川市、妙高市、
阿賀野市、魚沼市、胎内市

4 柏崎市、見附市、村上市、南魚沼市

1 五泉市

開 催

開催予定なし(据置)

開催未定
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給料月額
改定額

(改定率)
給料月額

改定額
(改定率)

給料月額
改定額

(改定率)
報酬月額

改定額
(改定率)

報酬月額
改定額

(改定率)
報酬月額

改定額
(改定率)

平成21年度 978,000 － 734,000 － 536,000 － 474,000 － 446,000 －

▲3,000 ▲2,300 ▲1,700 ▲1,500 ▲1,400

(▲0.3%) (▲0.3%) (▲0.3%) (▲0.3%) (▲0.3%)

▲12,700 ▲9,500 ▲6,900 ▲6,100 ▲5,800

(▲1.3%) (▲1.3%) (▲1.3%) (▲1.3%) (▲1.3%)

↓ ↓ － ↓ － ↓ － ↓ － ↓ －

平成28年度 966,300 4,000
（+0.4％）

729,200 7,000
（+1.0％）

529,400 2,000
（+0.4％）

468,400 2,000
（+0.4％）

440,800 2,000
（+0.4％）

平成29年度 ↓ － ↓ － 630,700 － ↓ － ↓ － ↓ －

↓ ↓ － ↓ － ↓ － ↓ － ↓ － ↓ －

令和3年度 ↓ － ↓ － ↓ － ↓ － ↓ － ↓ －

＜参考＞一般職及び国県の特別職の改定状況

改定月 国 新潟県

平成21年度 H21.12～ 引下げ
（▲0.3%）

↓

平成22年度 H22.12～ 引下げ
（▲0.2%）

↓

平成23年度 ― 引下げ
（▲0.5%）

↓

平成24年度 H25.4～ ↓ ↓

平成25年度 ― ↓ ↓

H26.4～

H27.4～

平成27年度 H27.4～ 引上げ
（+0.1%）

引上げ
（+0.1%）

平成28年度 H28.4～ ↓
引上げ

（+0.4%）

平成29年度 H29.4～ ↓
引上げ

（+0.8%）

平成30年度 H30.4～ ↓
引上げ

（+0.8%）

令和元年度 H31.4～ ↓
引上げ

（+0.8%）

令和2年度 ― ↓ ↓

令和3年度 ― ↓ ↓

※国及び県の特別職は、国は内閣総理大臣等の俸給月額、県は知事等の給料月額の改定状況

上越市における特別職報酬等の改定経過
（単位：円）

年度
市　　　長

975,000 731,700

議　　　長 副　議　長 議　　　員副市長（助役） 教育長

534,300 472,500 444,600

平成23年度 962,300 722,200

平成22年度

 国と同様の給料表の改定をした
上で、3級以上 ▲1.18%

〃

若年層を重点に全級号俸の月額を引上げ
（平均＋0.4%）

 若年層を除く職員の引下げ（平均▲0.1%）
　※55歳を超える職員はさらに ▲1.5%

466,400

据　置　き

40歳台以上の職員を対象に引下げ
（平均▲0.23％）

 民間給与格差に基づく給与改定
は行わず、3級以上 ▲1.03%

平成26年度 ↓

438,800

特別職※

据　置　き 〃

 民間給与格差に基づく給与改定
は行わず、3級以上 ▲1.09%

〃

527,400

〃

 若年層に限定した引上げ
 （平均+0.1%）

〃

 一部若年層職員を除き引下げ（平均▲2%）

 若年層に限定した引上げ
 （平均+0.3%）

据　置　き

 若年層を除く職員の引下げ（平均▲0.2%）  国　と　同　様 県準拠

国と同様（平均+0.15%） 〃

↓
 一部若年層職員を除き引下げ

（平均▲1.4%）

国と同様（平均+0.11%） 〃

〃

据　置　き

若年層を重点に全級号俸の月額を引上げ
（平均＋0.2%）

若年層を重点に全級号俸の月額を引上げ
（平均＋0.2%）

若年層を重点に全級号俸の月額を引上げ
（平均＋0.2%）

据　置　き 〃

〃

国と同様（平均+0.14%） 〃

国と同様（平均+0.12%）

若年層職員の月額を引上げ
（平均＋0.1%）

国と同様（平均+0.08%）

据　置　き 据　置　き 〃

年度
人事院勧告 新潟県人事委員会勧告 上越市

一般職
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　県内20市の納税義務者一人当たりの課税対象所得の推移

【単位:千円】

市名 平成26年度 前年比 平成27年度 前年比 平成28年度 前年比 平成29年度 前年比 平成30年度 前年比 令和元年度 前年比 令和2年度 前年比

2,778 2,791 2,814 2,830 2,859 2,874 2,885

2位 2位 2位 2位 2位 - -

2,904 2,932 2,942 3,001 3,041

1位 1位 1位 1位 1位

2,725 2,756 2,805 2,819 2,850

4位 3位 4位 3位 3位

2,645 2,666 2,811 2,740 2,760

5位 6位 3位 6位 6位

2,725 2,734 2,771 2,789 2,807

3位 4位 5位 4位 4位

2,562 2,563 2,596 2,638 2,643

8位 8位 7位 7位 7位

2,500 2,533 2,573 2,578 2,602

11位 10位 8位 9位 9位

2,525 2,458 2,444 2,448 2,483

9位 14位 15位 15位 15位

2,370 2,390 2,402 2,422 2,434

19位 19位 18位 18位 19位

2,446 2,486 2,506 2,512 2,561

14位 11位 12位 11位 12位

2,370 2,400 2,416 2,447 2,433

18位 18位 16位 16位 20位

2,630 2,687 2,703 2,749 2,765

6位 5位 6位 5位 5位

2,508 2,533 2,540 2,586 2,604

10位 9位 10位 8位 8位

2,580 2,604 2,570 2,566 2,599

7位 7位 9位 10位 10位

2,342 2,380 2,354 2,407 2,439

20位 20位 20位 20位 18位

2,388 2,463 2,402 2,435 2,450

17位 13位 19位 17位 17位

2,414 2,412 2,410 2,407 2,453

15位 17位 17位 19位 16位

2,404 2,414 2,453 2,459 2,485

16位 16位 14位 14位 14位

2,462 2,455 2,535 2,508 2,582

13位 15位 11位 13位 11位

2,468 2,467 2,498 2,511 2,531

12位 12位 13位 12位 13位

　※納税義務者一人当たりの課税対象所得　：　全課税対象所得から全納税義務者数を除した値

  ※引用元　：　（平成26年度～平成30年度）内閣府　経済・財政と暮らしの指標「見える化ポータルサイト」　URL：  http://wwwb.cao.go.jp/ittaikaikaku/mieruka/index.php

  ※引用元　：　（令和元年度及び令和2年度）当市税務課から提供の課税対象所得及び納税義務者数により算出（上越市分のみ）

胎内市 0.76% -0.04% 0.52%

南魚沼市 0.57% -0.29% -1.08%

魚沼市 -0.60% 0.41% 0.25%2.04%

2.96%

1.25%

1.04%

2.97%

0.76%

佐渡市 0.65% -0.06% -0.12%

阿賀野市 0.79% 3.12% 1.39%0.56%

-0.14%

0.61%

1.89%

五泉市 2.45% 1.61% 2.26%

妙高市 1.32% 0.94% -0.16%-0.39%

0.48%

1.29%

1.33%

糸魚川市 0.66% 1.02% 1.80%

燕市 1.08% 2.19% 1.69%2.78%

1.29%

0.61%

0.71%

村上市 0.67% 1.28% 1.28%

見附市 0.95% 1.63% 0.22%2.45%

1.95%

1.98%

-0.59%

十日町市 1.24% 0.85% 0.86%

加茂市 4.77% -2.65% 0.18%-3.22%

1.34%

1.43%

0.50%

小千谷市 -1.02% 1.31% 0.21%

新発田市 0.79% 0.02% 1.62%1.32%

2.92%

0.18%

0.93%

柏崎市 1.24% 0.34% 0.65%

三条市 1.13% 0.79% -2.54%6.27%

1.68%

0.74%

0.63%

長岡市 0.46% 1.14% 0.51%

新潟市 1.12% 0.95% 1.33%

2.94%

1.36%

1.07%

上越市 1.39% 0.47% 0.57% 1.55%

※　上段　一人当たりの課税対象所得
※　下段　県内順位

1.98%

1.30% 1.03% 0.38%

未

公

表

未

公

表
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消費者物価指数（令和 2年基準）の概況 

 

【全  国】 

 区 分 概況値 出 典 

総合指数 

令和 2年を 100 として 100.1 

令和2年同月期と比較して0.6pt

上昇 

＊総務省統計局「2020

年基準消費者物価指数 

全国 2021年（令和3年）

11 月分」より引用 

 生鮮食品を除く総合指数 

令和 2年を 100 として 100.1 

令和2年同月期と比較して0.5pt

上昇 

生鮮食品及びエネルギーを

除く総合指数 

平成 2年を 100 として 99.2 

令和2年同月期と比較して0.6pt

下落 

 

【新 潟 市】 

 区 分 概況値 出 典 

総合指数 

令和 2年を 100 として 99.5 

令和2年同月期と比較して0.5pt

上昇 

＊新潟県総務管理部統

計課「新潟市消費者物価

指数（令和 3 年 12 月速

報）」より引用 

生鮮食品を除く総合指数 

令和 2年を 100 として 99.6 

令和2年同月期と比較して0.3pt

上昇 

食料（酒類を除く）及びエ

ネルギーを除く総合指数 

令和 2年を 100 として 97.4 

令和2年同月期と比較して2.3pt

下落 

 

  消費者物価指数 

   全国の世帯が購入する財及びサービスの価格変動を総合的に測定し、物価の変動を

時系列的に測定するもので、家計の消費構造を一定のものに固定し、これに要する費

用が物価の変動によってどう変化するかを指数値で示したもの。 

  （生計費の変化を測定するものではない。） 

 

  指数の基準年 

   基準年は、西暦年の末尾が 0 と 5 の年を基準時として、5 年ごとに改定（基準改定）

しています。その際、併せて指数に採用する品目などの見直しも行っている。 

   ※令和 3年（2021 年）8月に令和 2年（2020 年）基準へ切替え 



上越市普通会計決算状況の推移（過去10年分：平成23年度～令和2年度）

（単位：千円）

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度

115,657,070 128,239,124 111,273,605 113,188,150 104,643,145 111,785,834 113,983,722 100,669,650 102,378,761 122,450,668

111,300,540 123,709,809 106,846,588 108,326,199 102,504,280 109,304,704 109,458,074 96,613,117 97,972,706 117,633,219

4,356,530 4,529,315 4,427,017 4,861,951 2,138,865 2,481,130 4,525,648 4,056,533 4,406,055 4,817,449

3,115,095 3,811,116 3,589,570 4,356,403 1,849,769 1,831,402 3,275,102 3,071,240 3,811,335 4,347,292

5.3% 6.4% 6.0% 7.3% 3.1% 3.2% 5.8% 5.4% 6.8% 7.6%

5,516,362 6,857,186 8,228,746 9,497,010 15,456,881 12,925,333 10,835,350 10,520,023 10,188,899 8,860,733 ①のグラフ

前年度比 － 1,340,824 1,371,560 1,268,264 5,959,871 ▲ 2,531,548 ▲ 2,089,983 ▲ 315,327 ▲ 331,124 ▲ 1,328,166

89.2% 91.2% 93.1% 91.1% 89.7% 95.6% 94.0% 94.7% 94.8% 92.2% ②のグラフ

人件費 22.0% 23.8% 24.3% 23.7% 23.8% 24.8% 24.2% 24.5% 23.7% 23.8%

0.562 0.559 0.582 0.612 0.640 0.640 0.640 0.633 0.623 0.615 ②のグラフ

146.8% 134.8% 126.5% 115.7% 90.0% 85.6% 91.1% 85.2% 91.5% 80.5%

歳入歳出差引額（歳入総額－歳出総額）から、翌年度に繰越すべき財源額を差し引いたもの

実質収支の標準財政規模に対する割合

自治体が財源に余裕がある年に積み立て、不足する年に取り崩すことで財源を調整し、計画的な財政運営を行うための貯金

人件費、扶助費、公債費等の経常経費に、市税、地方交付税、地方譲与税などの経常一般財源がどの程度使われているかを示す割合

新たな事業や事業の拡充にどの程度対応できるか、いわゆる財政の弾力性を示しており、低いほどよい

各自治体が標準的な行政を行う場合に必要な一般財源額のうち、どの程度、地方税等の収入で賄えるかを示したもの

一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模を基本とした額に対する割合で、財政健全化法に基づく是正措置の判断指標

 ※1 実質収支 　　　・・・

区分

歳入総額

歳出総額

歳入歳出差引

実質収支 ※1

財政調整基金+減債基金現在高 ※3

実質収支比率
 ※2

経常収支比率 ※4

財政力指数 ※5

将来負担比率 ※6

 ※5 財政力指数　　 ・・・

 ※6 将来負担比率　 ・・・

 ※3 財政調整基金　 ・・・

 ※2 実質収支比率　 ・・・

 ※4 経常収支比率　 ・・・

86.0%

88.0%

90.0%

92.0%

94.0%

96.0%

98.0%

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

0.5

0.52

0.54

0.56

0.58

0.6

0.62

0.64

0.66

② 経常収支比率と財政力指数の推移

財政力指数（右軸） 経常収支比率（左軸）

0
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8,000,000

10,000,000

12,000,000

14,000,000

16,000,000

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

① 財政調整基金の推移

財政調整基金+減債基金現在高

普通交付税 合併による特例措置期間 普通交付税 段階的縮減期間（R1年度まで5年間）
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政務活動費 

政務活動費の趣旨・経緯 

 ○平成 11 年 7 月に地方分権一括法が成立し、平成 12 年地方自治法の一部改

正により政務調査費交付制度が設立 

○平成 24 年の地方自治法の一部を改正する法律により、政務調査費交付制度

を「政務活動費交付制度」に変更 

 ※交付目的を「議会の議員の調査研究に資するため」から「議会の議員の調

査研究その他の活動に資するため」に改定 

 ※名称を「政務調査費」から「政務活動
．．

費」とし、政務活動費を充てること

ができる経費の範囲等を条例で定め、議長は政務活動費の使途の透明性の

確保に努めることを法に規定 

 

上越市の政務活動費 

 ○平成 12 年の地方自治法の一部改正を受け、平成 13 年 4 月 1 日に上越市議

会政務調査費の交付に関する条例を制定・施行 

 ○平成 24 年の地方自治法の一部改正を受け、平成 24 年 12 月議会にて上越市

議会政務活動費の交付に関する条例を制定 

 ○上越市議会において、政務活動の範囲を「議員及び会派が行う調査研究、研

修、広報、広聴、市民相談、要請、陳情、各種会議への参加等市政の課題及

び市民の意思を把握し、市政に反映させる活動その他住民福祉の増進を図る

ために必要な活動」と定義 

 

 〔政務活動の対象となる諸活動〕 

  ① 会派、議員が市政全般の課題、議会で審議する案件について行う調査研究、情報

収集のための活動 

  ② 会派、議員が本会議や委員会等で行う質問、提案について行う調査研究、情報収

集のための活動 

  ③ 会派、議員が政策立案を行うための調査研究、情報収集のための活動 

  ④ 会派、議員が国、都道府県、市町村の議員、行政関係者との意見交換、情報収集

のために行う活動 

  ⑤ 会派、議員が要請、陳情を行うための活動 

  ⑥ 会派、議員が各種団体関係者との意見交換、情報収集のために行う活動 

  ⑦ 会派、議員が住民からの要望、相談、意見を聴取し、または、住民との意見交換

のために行う活動 

  ⑧ 会派、議員が住民に対して行う広報活動 



県内20市の政務活動費の状況（令和3年4月1日現在）

会派分 議員個人分 合計 順位 順位

上越市 会派及び議員
年2回

（4､10月）
12,500円 37,500円 50,000円 600,000円 3位 188,382人 3位

150,000円 - 150,000円

30,000円 120,000円 150,000円

- 120,000円 120,000円

長岡市
会派(無所属は1
会派とみなす)

年2回
（4､10月）

60,000円 - 60,000円 720,000円 2位 265,171人 2位

三条市
会派(無所属は1
会派とみなす)

年1回
（4月）

30,000円 - 30,000円 360,000円 4位 95,328人 5位

柏崎市
会派(無所属は1
会派とみなす)

年2回
（4月、10月）

30,000円 - 30,000円 360,000円 4位 81,071人 6位

新発田市 議員
年1回
（4月）

- 20,000円 20,000円 240,000円 6位 95,762人 4位

小千谷市 議員 年1回 - 8,000円 8,000円 96,000円 18位 34,318人 17位

加茂市 会派
年2回

（4､10月）
5,000円 - 5,000円 60,000円 20位 25,924人 20位

十日町市
会派(無所属は1
会派とみなす)

年1回 12,500円 - 12,500円 150,000円 12位 50,723人 11位

見附市
会派(無所属は1
会派とみなす)

年1回
（4月）

10,000円 - 10,000円 120,000円 14位 39,842人 15位

村上市 会派及び議員
年1回
（4月）

5,000円 5,000円 10,000円 120,000円 14位 57,825人 8位

燕市
会派(無所属は1
会派とみなす)

年1回
（4月）

20,000円 - 20,000円 240,000円 6位 78,339人 7位

糸魚川市
会派又は議員
（無所属）

年1回
（4月）

15,300円（15,300円） 15,300円 183,600円 9位 41,010人 14位

妙高市 議員 年1回 - 15,000円 15,000円 180,000円 10位 31,101人 18位

五泉市 議員 年1回 - 12,500円 12,500円 150,000円 12位 48,612人 12位

阿賀野市
会派又は議員
（無所属）

年2回 15,000円（15,000円） 15,000円 180,000円 10位 41,238人 13位

佐渡市
会派又は議員
（無所属）

年1回 10,000円（10,000円） 10,000円 120,000円 14位 52,467人 10位

魚沼市
会派又は議員
（無所属）

年2回
（4月、10月）

8,000円 （8,000円） 8,000円 96,000円 18位 34,904人 16位

南魚沼市
会派又は議員
（無所属）

年2回 17,000円（17,000円） 17,000円 204,000円 8位 54,998人 9位

胎内市 会派及び議員
年1回
（4月）

6,000円 4,000円 10,000円 120,000円 14位 28,367人 19位

1人当たり
年間交付額

交付対象区分 人口交付方法
1人当たり月額交付額

会派及び議員
（選択制）

新潟市 1,800,000円 1位
年4回

（4､7､10､1月）
782,107人 1位
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施行時特例市23市の政務活動費の状況（令和3年4月1日現在）

会派分 議員個人分 合計 順位 順位

上越市 会派及び議員
年2回

（4､10月）
12,500円 37,500円 50,000円 600,000円 8位 188,382人 23位

つくば市 会派
年2回

（4､10月）
30,000円 - 30,000円 360,000円 21位 242,866人 11位

伊勢崎市 会派 年4回 35,000円 - 35,000円 420,000円 18位 212,946人 18位

太田市 会派
年2回

（4､10月）
35,833円 - 35,833円 430,000円 17位 224,001人 16位

熊谷市 会派及び議員
年1回
（4月）

15,833円 15,000円 30,833円 370,000円 20位 194,542人 19位

所沢市 議員
年2回

（4､10月）
- 70,000円 70,000円 840,000円 2位 344,014人 1位

春日部市 会派
年1回
（4月）

50,000円 - 50,000円 600,000円 8位 233,145人 13位

草加市
会派又は議員
（無所属）

年2回
（4､10月）

50,000円 （50,000円） 50,000円 600,000円 8位 250,579人 9位

平塚市 議員 年1回 - 50,000円 50,000円 600,000円 8位 256,430人 7位

小田原市 議員
年2回

（4月､10月）
- 65,000円 65,000円 780,000円 5位 188,533人 22位

茅ヶ崎市 会派
年2回

（4､10月）
40,000円 - 40,000円 480,000円 14位 244,377人 10位

厚木市
会派又は議員
（無所属）

年2回
（4､10月）

60,000円 （60,000円） 60,000円 720,000円 6位 223,604人 17位

大和市
会派又は議員
（無所属）

年2回
（4､10月）

35,000円 （35,000円） 35,000円 420,000円 18位 240,344人 12位

長岡市
会派(無所属は1
会派とみなす)

年2回
（4､10月）

60,000円 - 60,000円 720,000円 6位 265,171人 5位

沼津市 会派 年2回 40,000円 - 40,000円 480,000円 14位 192,644人 20位

富士市 会派
年1回
（4月）

37,500円 - 37,500円 450,000円 16位 251,616人 8位

春日井市 会派
年1回
（4月）

30,000円 - 30,000円 360,000円 21位 310,317人 3位

四日市市 会派
毎月

（後払い）
70,000円 - 70,000円 840,000円 2位 310,610人 2位

岸和田市 会派
年2回

（4､10月）
50,000円 - 50,000円 600,000円 8位 192,160人 21位

茨木市
会派又は議員
（無所属）

年4回
（4､7､10､1月）

25,000円 （25,000円） 25,000円 300,000円 23位 283,078人 4位

加古川市
会派又は議員
（無所属）

年4回
（4､7､10､1月）

70,000円 （70,000円） 70,000円 840,000円 2位 262,349人 6位

宝塚市
会派又は議員
（無所属）

年4回
（4､7､10､1月）

76,000円 （76,000円） 76,000円 912,000円 1位 232,854人 14位

佐賀市 会派
年2回

（4､10月）
50,000円 - 50,000円 600,000円 8位 230,970人 15位

区分 交付対象 交付方法
1人当たり
年間交付額

人口
1人当たり月額交付額
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